
令和３年度当初予算　復活見積調書（市長）　 健康福祉部　

■介護保険事業特別会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1
長寿いきが
い課

認知症高齢者等
探索システム利
用支援事業費

認知症高齢者等探索
用発信機リース料

外出中に道に迷うおそれのある認
知症高齢者等と、その高齢者等を
介護する家族等が安心して生活で
きる環境を整備するため、高齢者
等の所在を検索することができる機
器（発信機）の利用を支援すること
により、高齢者等の日常生活の安
全の確保と、その家族等の負担の
軽減を図ることを目的とする。

R3.4～契約締結、事業実施 1,145 0 758 0 303 116 58 0 129 0 0 0

市長査定により、他
事業との優先度、課
題整理の状況から、
措置しませんでし
た。

2
長寿いきが
い課

地域介護予防活
動支援事業費

介護予防サポーター
ポイント制度担当職員
人件費

地域の高齢者が自ら活動に参加
し、介護予防に向けた取組が主体
的に実施されるよう、高齢者が行っ
た介護予防サポーター活動の実績
に基づきポイントを付与し、当該ポ
イントに応じ換金を行うための職員
を市社協に設置する。

R3.4～契約締結、事業実施 17,291 0 15,973 0 218 61 27 0 130 0 0 0

市長査定により、他
事業との優先度、課
題整理の状況から、
措置しませんでし
た。

3 介護保険課
居宅介護サービ
ス給付費

居宅介護サービス給
付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、訪問介護や通所介護などの
居宅介護サービスを提供すること
で、在宅での被保険者の保健医療
の向上および福祉の増進を図りま
す｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

3,027,744 0 2,833,144 0 87,039 18,172 10,916 0 57,951 0 87,039 18,172 10,916 0 57,951 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

4 介護保険課
特例居宅介護
サービス給付費

特例居宅介護サービ
ス給付費

要介護認定の効力が生じる日前
で、緊急的に訪問介護や通所介護
などの居宅介護サービスを利用す
る被保険者の日常生活を支援し、
在宅での被保険者の保健医療の
向上および福祉の増進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

3,031 0 2,836 0 16 4 2 0 10 0 16 4 2 0 10 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

5 介護保険課
地域密着型介護
サービス給付費

地域密着型介護サー
ビス給付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、認知症対応型共同生活介護
などの地域密着型介護サービスを
提供することで、在宅での被保険者
の保健医療の向上および福祉の増
進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

1,827,276 0 1,848,818 0 33,274 6,960 4,160 0 22,154 0 33,274 6,960 4,160 0 22,154 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

6 介護保険課
特例地域密着型
介護サービス給
付費

特例地域密着型介護
サービス給付費

要介護認定の効力が生じる日前
で、緊急的に認知症対応型共同生
活介護などの地域密着型介護サー
ビスを利用する被保険者の日常生
活を支援し、在宅での被保険者の
保健医療の向上および福祉の増進
を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

1,830 0 1,851 0 12 2 1 0 9 0 12 2 1 0 9 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

7 介護保険課
施設介護サービ
ス給付費

施設介護サービス給
付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、特別養護老人ホームなどへ
入所する施設サービスを提供する
ことで、被保険者の保健医療の向
上および福祉の増進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

2,822,786 0 2,680,220 0 16,461 2,621 2,880 0 10,960 0 16,461 2,621 2,880 0 10,960 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

8 介護保険課
特例施設介護
サービス給付費

特例施設介護サービ
ス給付費

要介護認定の効力が生じる日前
で、緊急的に特別養護老人ホーム
などへ入所する施設サービスを利
用する被保険者の日常生活を支援
し、被保険者の保健医療の向上お
よび福祉の増進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

2,826 0 2,683 0 17 2 3 0 12 0 17 2 3 0 12 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

9 介護保険課
居宅介護サービ
ス計画給付費

居宅介護サービス計
画給付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、居宅介護サービス計画（ケア
プラン）の作成に関する給付費を支
給することで、被保険者の保健医
療の向上および福祉の増進を図り
ます｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

423,256 0 424,057 0 2,604 544 326 0 1,734 0 2,604 544 326 0 1,734 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。
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財　　　源　　　内　　　訳

10 介護保険課
特例居宅介護
サービス計画給
付費

特例居宅介護サービ
ス計画給付費

要介護認定の効力が生じる日前
で、緊急的に居宅介護サービス計
画（ケアプラン）の作成に関する給
付費を支給することで、被保険者の
日常生活を支援し、被保険者の保
健医療の向上および福祉の増進を
図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

424 0 425 0 3 1 0 0 2 0 3 1 0 0 2 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

11 介護保険課
介護予防サービ
ス給付費

介護予防サービス給
付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、介護予防訪問看護や介護予
防通所リハビリテーションなどの介
護予防サービスを提供することで、
在宅での被保険者の保健医療の
向上および福祉の増進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

102,230 0 95,743 0 384 80 48 0 256 0 384 80 49 0 255 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

12 介護保険課
特例介護予防
サービス給付費

特例介護予防サービ
ス給付費

要介護認定の効力が生じる日前
で、緊急的に介護予防訪問看護や
介護予防通所リハビリテーションな
どの介護予防サービスを利用する
被保険者の日常生活を支援し、被
保険者の保健医療の向上および福
祉の増進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

103 0 96 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

13 介護保険課
介護予防サービ
ス計画給付費

介護予防サービス計
画給付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、介護予防サービス計画（ケア
プラン）の作成に関する給付費を支
給することで、被保険者の保健医
療の向上および福祉の増進を図り
ます｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

30,010 0 30,022 0 184 39 23 0 122 0 184 39 23 0 122 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

14 介護保険課
地域密着型介護
予防サービス給
付費

地域密着型介護予防
サービス給付費

被保険者の日常生活を支援するた
めに、介護予防小規模多機能型居
宅介護等の地域密着型介護予防
サービスを提供することで、在宅で
の被保険者の保健医療の向上およ
び福祉の増進を図ります｡

R3.4.1以降、新たな介護報酬の算
定構造を適用

12,349 0 7,726 0 48 11 6 0 31 0 48 11 5 0 32 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

15 介護保険課
介護給付費準備
基金積立金

介護給付費準備基金
積立金

介護保険の財源を確保するため
に、余剰となる介護保険料を介護
給付費準備基金に積立し、適正な
介護保険制度の運用を図ります｡

第8期計画期間内（R3～R5）の3年
間で適切に基金の「積立」または
「取崩」を行います。

70,209 0 64,674 0 △ 64,559 0 0 0 △ 64,559 0 △ 64,559 0 0 0 △ 64,559 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

部合計 8,342,510 0 8,009,026 0 76,005 28,613 18,450 0 28,942 0 75,484 28,436 18,365 0 28,683 0
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